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特集　理代の財政政策

直間比率の経済分析＊
一効率と公平のジレンマー

本間正明・七二直澄・岩本康志・大竹文雄

1．はじめに

　一国の租税体系において，所得税と出費税をい

かに位置づけるべきかは現実的にも理論的にも嚢

わめて論争的な性質をおびる問題である。わが国

においても，第1次および第2次の石油シ謝ック

を薩接的な契機として発生した巨額の財政赤字を

いかに解滴するかという点に関して，これまで論

争の焦点になって嚢たのはまさにこの問題に関係

している。

　伝統的な財政掌は久しく消費税に対する所得税

の理論的優位性を主張し，所得税中心の税体系を

強く推奨してきた。昭和25年シャウプ勧告も基

本的にはこの伝統的な考え方にもとづいており，

所得税を中心とした薗接税を税制の柱にして聞接

税偉それを補完する秀のとして理解する立揚がそ

れ以来わが国に定着している。事実，昭和39年

の税制調査会のr基本的な租税制度のあり方」で

は，「所得税が最略近代的な租税であり，この税

が中心的な地位を占めるような税体系が理想的で

　＊　本稿作成にあたって，紹和弱年度文部省科学研

究費補助金Nα5841Q◎13と霞本経済研究奨励財園か
ら資金助成を受けた。ここに言己して感謝の意を表しま
・す。

あると認めた」と述べている。

　しかし，所得税中心の税体系が理想的であると

する理解の仕方は必ずしも絶対的なものではなく，

その時々の経済状態によって微妙に揺れ動くとい

うのが現実である。とゆわけ，景気が低迷して税

収不足が顕在化する状況では，必ずといっていい

ほど間接税強化論が勢力を増しできた。これは，

税体系が蔵接税に依存しすiぎる場合，税収が貴気

動向に敏感になりすぎて不安定となるから，安定

的な税源になりうる消費に担税力を求めようとす

る心理状態を反映したものとい衆よう。例えば，

40年代初頭の財政危機にあたっては，昭和43年

の税制調査会のr長期税制のあり方」で，「税体

系の問題として，さらに一般亮上税叉は付掬価値

税の創設の可否について検討する必要がある」と

指摘している。続いて，石油シ賢ックによって財

政危機が深刻化した50年代初頭でも，昭和52年

の「今後の税制のあり方」で，「最終的には広く，

一般的に消費支出に負鐙を求め．る薪税を導入する・

ことを考えざるを得ない」と提書したのは記憶に

通しいところである。

　最近になってカを得ている直間比率是正論も，

基本的にはこれまで述べてきた低成長下における

安定的な税収確保の一見地からの間接税強化論の系『
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図1　薇間比率の推移
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列に位置つげるごとが可能であろう。しかし，単

二安定的な税収確保を目的とした間接税強化は増

税につながることから，翻概の璽税感がかつでな

かほど高まっている現状を弩える蒔ジとても実行

．晶晶であるとは思われない。そこで登臨して歴た

のか，所得税減税と引き換えに大型間接税の導入

という形での最近の蔵蘭比率是正論であるといえ

ようや　、

　このよう鵬蹴率是正論をサ脚トレようと

する試みは様々な角度から試みられて量た。例え

ば，直聞雄率の国際比較を行ってわが国のそれが

鷺C諸国に比べて高いという庫を根換にして，間

二流強化を主張するものがある。また直間比譲の、

蒔系列的な推移をたど参，薗聞比率がかってない

ほ1ど高いという嶽に論拠を求める鳴の懲ある。加

えて・辮得税の税務執行面あるいは制度晦に奨生

するいわゆる、「不公平税翻」を批判し，消費税強

化が不公平さを緩和する手段として有劫であると

いう視点から，舐当化する立賜もある。

　これまで簡単に整理してきた直簡比率是正論の

根拠はいずれ略常識的なも．のであるが，必ずし噛

十分に説得的であるとは書えない。なぜ盧間比率

を耳C瀦国並みにしなければならないのか？　藪

聞比率が過宏に比べて高いことがいかなる問題を

生み出すのか？　駈得税ぶ不公平であるならば，

なぜそれを是正しないのか？簿々の疑問が三襟

s4　56

　　年度

に淫してどのような影響をもたらし，

経済豪いかなるインプリケ戸シ繍ンを有するかを

明らカ》にしようとするものである1）。

　なお本論に1まいるまえに，ぴとつだけ留意点を，

指摘しておきたい。一般的には，憶二間比率は法人

税を含む形で定義番れており，わが国の二間比率

は図1の点線が赤すように7淋3の状態にある。’

しかし，本稿では蔵接税から法人貌を誹除しでい㌧

る。法人税を緋除した揚合の直聞比率は閣1の実蔦

線で描かれている。以下で二間比率という二合・

溝人税を排除した遇のと理解しでいただきたいウ

に生じるからである。

　ζ．れらの疑問が生じるのは，い

ずれ嚇善得税に対して消費税がい

かなる意味でメリットを持つのか

という点での理論的。実写的な考

察に欠けでいるためである。こめ

点を考慮して以下では直間姥率の

二二に対するひとつ命規範的な分

析を理論二三よぴ二二i面の双方か

ら擾示するこξに、したいゆ本稿で

の分新は最遮②最適課税論の流れ窪

に与するものであゆ，塾の麺憂線

上にある。灘本的な立揚は，直擾

税欄四点磯合せの変化が経済
の諸変量（労働供給，滴費，購二等〉

　　　　　　　　　　そねが二三

a理論的粋組

乞1三三と税制

　経済は悌欄の家計から構成されるも⑳とし，

それぞれの象計を上づ壷添字の¢で衷現すること

にしよう。各家欝は労働を供絵して二二所得を得

るとともに各種の形態で保有する貯蓄残高為らの．

収益を受取るものと仮丁す㍍各塞欝の費金率お

よび労働供給：量をそれぞれがおよび〆とすれば，

この象欝の稼得する賃金所得は門標で衷される。

また各家誹の貯盤残高がを利子所得非課税分8∴

　わ　薩接税構造暑眼定して二士の分析を試みた昏め
にS壱鋤（ユ9胸がある。また，貯蓄を考慮ぜずに瀧費

財を細分化しで直接税と間遮税の変更が経緕摩饒に与・
　える効果を分析したものとしてAもki郎鱒，　Stem、麟d

G◎鷲1擁k轟（1980）をあげるζとがで遂るゆ
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利子所得課税対象分sノおよび株式保有残高s3¢

に分類し，それぞれの収益率を71盛，ぜおよびγ～

としよう。ここで各家計の各貯蓄残高に対する収

益率を異なるものとして扱っている点に注意され

たい。これは同一種類の貯蓄保有手段であっても，

家計によって預金構成・株式保有銘柄が異なると

いう事実を老等したものである。この時，貯蓄残
　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ
高から生み出される収益の総額がはΣγノ8ノに
　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ＝1
一致する。以上から，税制が存在しない揚合，各

家計の所得総額は

　　　　　　　ヨ
　　メ＝ω乞乙名＋Σγノ8ノ　　　　　　（1）
　　　　　　ゴ置1

になることは了解できよう。

　本稿で考察め対象としている税制は家計を課税

客体とするものであり，所得税と間接税の2つに

限定している。所得税については，わが国の揚合

には原則的に包括的所得税であるが，利子・配当

所得等に対しては非課税措置等があり，実質的に
は’ｪ離課税がなされている。この点をふまえて，

本稿では労働所得，利子所得および配当所得にそ

れぞれ別個の税率が適用されていると考え，各税

率を‘‘，ε2および63と約束する。労働所得税に関

しては個人控除が認められているから，その所得

税関数は

　　呼＝二三Lα）　　　　　　　　　（2）

になる。ただし，αは課税最低限である。これら

の所得税制を前提とすれば，各家計の可処分所得

は最：終的に

　　　　　　　　　　　　ヨ　　エ）』（1一亡‘）ω》＋6‘α＋Σ（1イ，）γゴZs‘盛

　　　　　　　　　　　　ゴ＝1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

と表現される。ここで‘1＝0である。

　税制を構成するいま1つの要素である間接税に

ついても，指摘しておかなければならない点があ

る。わが国の野合，家計を直接的に課税客体とす

る間接税はごく小範囲のものに限定されている。

しかし，本稿では企業を課税客体としている物品

税も，100パーセント家計に転嫁されるものとして，

家計がその税負担を被る想定をとっている。した

がって，間接税は家計の直面する消費財価格にそ

の分も含めて上乗せされることになる。消費財価

99

格をp，間接税率を’。そして消費需要量を♂と

すれば，各家計の消費支出額は（1十⇔p♂になる。

　各家計は（3）式で定義される可処分所得を全額

この消費支出に振り向けるものではなく，その一

部を来期以降の消費支出のためにフローの貯蓄と

して残すと考えられる。この貯蓄フロー量を∫Z

で示せば，各家計の予算制約式

　　．が一（1十66）〆＋5¢　　　　　　　（4）

が得られる。

　家計が選択すべき経済変量は労働供給量r，消

費需要量♂および貯蓄フロー量♂セある。この

選択にあたっての目的関数として家計の効用関数

を

　　σ疹＝σ盛（oz，5¢十3¢，～1乞）　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

の形で与えることとする。右辺第1項は説明を要

しないであろう。第2項は今期の貯蓄残高8乞に

今期の貯蓄フロー量を加えたものであり，来期の

貯蓄残高に対応している。第3項の労働供給の増

加が効用の低下をもたらすことは言うまでもない。

　（3），④式を制約として（5）式を最大化すること

によって，家計は消費需要量，貯蓄フロー量およ

び労働供給量を決定するが，それらは具体的には

　　♂＝＝

幽＋・脚一・）融＋茎（1－6ゴ）・ノsノ］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

　　♂＝

鞭＋・）銘（・一・）諏＋意（・一り）4母］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

　　zz＝

が［（・＋・）銘（・一・）如＋茎（・一り）州，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）

の形を取る。この（6），（7），（8）式を（5）式の効用関

数に代入したものが間接効用関数であり，

　　γ¢＝

　　ブ［（・＋・）銘（・一・廊＋急（・一む）瑚

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

のように表現できる。（9）式は，各家計の達成し、
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うる効用水準が消費財価格，賃金率，各種収益率

に加えて，間接税率，労働所得税率，課税最低限

および利子・配当所得税率に依存することを意味

している。

　2．2　税制と社会的厚生

　2．1節において各家計の行動と税制との関係を．

説明してきたが，次に政府の行動を老えよう。ま

ず政府の税収は各家計からの租税徴収額の和とし

て，

　　　　れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　T＝Σ鼠漉しα）＋Σ鞭♂
　　　　乞＝1　　　　　　　　　　　　　乞＝1

　　　　　ヨ　　れ
　　　　＋Σ・Σ物乞Sノ　　　　　　　（10）
　　　　　名＝1ゴ＝1

の形に書ける。（10）式の右辺のZ乞および♂は（6），

（8）式で与えられるものである。上で述べたよう

に，この税収をいかなる税率および課税最：低限の

組合せ偽，ら，り，ので徴収するかは全ての家計に大

きなインパクトをもたらすので，．政府は社会全体

の見地からその影響を見極めたうえで税制のパラ

ミターを選択しなければならない。社会全体への

影響を判断する際の基準として規範的な役割を果

すのが一般的に社会的厚生関数と呼ばれるもので

ある。本稿ではその一変種として

　　　　れ　　確＝Σ（び）7／γ，γ判　　　　　』（11）

　　　　¢＝1

を採用することにする。

　（11）式で具体化される社会的厚生関数に若干の

説明を加えておこう。γは不平等に対する社会的

選好め強度を反映するパラミターである。γが1

である揚合，所得保有等において格差が存在する

いかなる家計であっても，社会的厚生を評価する

段階では同一の重要度が付与される価値観を意味

している。これ’はピグー・ベンサム流の社会的厚

生関数と呼ばれるものである。これに対して，γ

がマイナス無限大である揚合はその社会において

最も恵まれない家計を最大限に重要視する価値観

を表現している。これがマキシミン原則を示すロ

ールズ流の社会的厚生関数である。

　（11）式の社会的厚生関数に特定のγが選択され

ると，社会的厚生水準と税制パラミターとは次の

ように結びつけられる。社会的厚生関数（11）にお

Vo1．36　No．2

ける各家計の効用水準は最適化行動の後のもので

あるから，（9）式を代入した

　　　　　　　研＝Σ（〆）γ／γ，γ≠0　　　　　（12）
　　　　乞＝1

で与えられる。〈9）式から萌らかなように，ブは

税制パラミタ「に依存しているので，（12）式の社

会的厚生水準もまたそれに依存して決定されるこ

とになる。

　さて社会全体にとって望ましい税制のあり方を

考察しようとする場合，分析的なレベルでは政府

予算の取扱い方に注意深い配慮が必要である』政

府予算の規模を一定に維持するか否かによって，

性質の異なる問題が発生するためである。1つの

問題は，政府予算の規模を一定に維持する．税制パ

ラミター群の中で社会的厚生水準を最：大化するよ

うな税制パラミターの組合せを選択しようとする．

ものである。この問題の構図は最近の最適課税論

で採用されているものであり，いわば税制変更の

「差別的効果」を考察しようとしている。

　いま1つの問題は政府予算の規模を拡大しなけ

ればならない状況にあるとして，その税収をいか

なる税目で調達するのが社会的厚生の観点から望

ましいかを明らかにしょうとするものである。本

稿の設定では，政府税収の増大が公共支出の拡大

を通して各家計の効用，したがって社会的厚生に

与える効果のチャンネルを陽表的に考慮していな

い。したがって，利用可能な増税手段の中で，増

税に伴う社会的負担（社会的厚生の下落幅）が最も

少ない税目を選択するのが課題になる。これは伝

統的な財政学のターミノロジーを借りれば「均衡

予算効果」と呼ばれうる問題の分析である。

　本稿では税制の変更に伴うこれら2つの「差別

的効果」と「均衡予算効果」とを現実のデータに

もとづいて実証分析を試みることにする。そこで

の中心的な目的は，差別的効果あるいは均衡予算

効果のいずれの評価においても，社会的厚生に関

する価値観がその結果を大きく左右することを示

すことである。とりわけ，社会を構成する家計間

の平等度をより重要視する価値観が採用されれば

されるほど，労働供給や貯蓄量が減少し，分配政

策と資源配分・経済成長政策の間にジレンマが存
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在することを明らかにする。

3．効用関数の特定化

3．1特定化の方法

直間比率の経済分析

　前節で説明した形で税制のあり方を実証的に分

析しようとする場合，各家計の効用関数を特定化

しなければ議論を進めることができない。本稿で

は実証分析において強力な武器となるCES型の

効用関数を前提にして分析することにしよう。し

かし，CES型に限定しても，各家計の効用関数が

具体的にいかなる形状をとるかが現実のデータか

ら推計されなければならない。以下ではCES型

効用関数の具体的な特定化にとって，いかなる種

類のデータが必要であるか，そしてどのような論

理的手順が要求されるかを説明しよう。

　CES型を前提にすれば，各家計の効用関数（5）

は

　　び一［α～（♂）一μ‘＋α2f（♂＋8で）一楽

　　　　＋α3（1一の一μ‘］一1！μ‘　　　　（13）

で表現される。ただし，各αノは各要素に付与さ

れるウェイトであり，〆は代替の弾力性♂と

　　♂＝＝1／（1十〆）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）

で結びつけられるものである。したがって，効用

関数を特定化することはこれらの選好パラミター

［α1¢，α2包，α3（α∫十α2件α3＝1），ε¢］を特定化するこ

とに等しい。

　これらの選好パラミターは，いうまでもなく，

直接的には観察しえない。観察できるのは消費需

要量（の＊，貯蓄フロー量（8う＊および労働供給量

（の＊である。われわれは現実のデータから観察

できる各家計のこれらの数量を各家計の効用最大

化の帰結であると理解しよう。すなわち，現実値

としての［（♂）＊，（め＊，（の＊］は，（3），（4）式を統

合した各家計の予算式を制約にして，（13）式を最

大化したものであると考えるわけである。具体的

には，以下の効用最大化のための必要条件を満た

している1

、婁篇．一［（舞）・1｝圭綱イ

三生綜一［（箒）・（、考）ガr

（15）

（16）

（1十ら）P（♂）＊＋（の＊＝（1一ゆω¢（の＊

　　　ヨ
＋‘‘α＋Σ（1－6ノ）γノ8！

　　　ゴ＝1
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（17）

　観察される［（♂）＊，（の＊，（zz）＊］は（17）式の予

算式を満たしている。したがって，必要条件（15）

式および（17）式を満たす選好パラミター（α∫，α2¢，

α3，εりを決定すればよい。（15），（16）の論式の対数

を取り，代替の弾力性を消去すれば，

　　271¢lo9（1一α1歪一α3）一112¢109α1乞

　　　一［（E、L∬ノ）109α3十砺¢・H3¢一1五吃．砿¢］

　　＝；0

が導かれる。ただし，

　　．～五七＝109［（♂）＊／（1一α乞）＊）］

　　112乞＝109［（8診十（8ご）＊）／（1一（〃）＊）］

　　H3ご＝109［（1一ら）ω¢／（1十εc）P］

　　114乞＝Io9［（1一亡‘）ω4］

（18）

（19）

（20）

（21）

（22）

　（18）から（22）式に登心する貯蓄残高，価格バラ

ミターおよび税制パラミターは観察あるいは計測

可能である。これらの外生変数パラミタ一群が求

められると（18）式はα1¢とα3の方程式として読

むことができる。ここでα3＝10－6と固定すれば，

（18）式はα」の非線形方程式になる2）。α1件α2f

十α3＝1であり，非負性を考慮すれば，α1乞の解は

0と1の間に限定される。したがって，レギュラ

ー・ファルシ法を用いて数値計算を行えば，α1¢

の解を求めることが可能である。α1¢が決定され，

ると，αノはα2』1一α1乞一α3により求められる。

このように効用関数の各要素のウェイトが定まる

と，効用最大化の必要条件（15）あるいは（16）式を

用いて，代替の弾力性♂の値も定まる。効用関数

の特定化は以上の手順により完了することになる。

　3．2データと推計結果

　効用関数の選好パラミター（α1¢，α2乞，α3，のを推

計するためには各家計の効用最大化行動の結果と

して観察される消費需要量（♂）＊，貯蓄フロー量

（の＊および労働供給量（め＊のデータと，外生変

　2）本来ならばこの4個の未知パラミターに対して，

効用最大化の必要条件である3本の方程式と1本のバ

ラミター制約式があるが，これは4元の非線形方程式

体系となり，収束計算でも解を求めることが困難であ

る。そこで2元の非線形方程式まで簡単化するために，

このような手法を用いることにした。
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数である貯蓄残高（8り，価格パラミター［p，

が，が（ブ＝1，2，3）］および税制パラミター［亡‘，

α，らり（ブ＝2，3）］のデータが必要である。個

別家計についてのこれらのデータはわが国で

は利用可能でないので，われわれは階層別．グ

ループデータを用いることにした。資料とし

ては昭和57年度の『家計調査年報』（総務庁）

を使用して，年間収入によって17階層に集

計された標準世帯（世帯人員4人，有業人員

1人の勤労者世帯）について，上記のデータを

入手あるいは推計した3）’4）。

　消費需要量（♂）＊および貯蓄フロー量（8｛）＊

については，消費と貯蓄の相対価格であるp

を1と仮定することによって，『家計調査年

報』の「消費支出」，「金融資産の純増」の項

臼をそれぞれ直接に用いることにする。『家

計調査年報』から直接得ることのできないそ

の他のデータについては，つぎのような方法

で推計した。

　（1）　労働供給量α‘）＊と賃金率（ωり

Vo1．36　No．2

表1貯蓄ストック量と効用関数のパラミター

年間収入

K級（万円）

世帯数

貯蓄スト

bク量
W‘（万円）

代替の

e力性
@ε言

消費のウェ
Cト・パラ
~　タ　一
@α1‘

貯蓄のウェ

Cト。バラ
~　タ　一
@α2‘

　周150

　卍200

　園250

　周300

　～350

　園400

　～450

　倒500
　’》550

　削600

　剛650

　～700

　～フ50

　～800

　～900
　創1000

1000鐸

　17．　　　126．2330　　　　0．2469　　　　0．7380

146．　　　187。3500　　　　0．2555　　　　0．6041

453．　　　187．2540　　　　0．2646　　　　0．4817　、

1035．　　　218．9830　　　　0．2741　　　　0。4674

1550．　　　242．9710　　　　0．2802　　　　0．3942

1611．　　　274．9510　　　　0．2875　　　　0．3485

1257．　　　　303．3510　　　　0．2924　　　　0．3336

1009．　　　344．474σ　　　　0．2986　　　　0．3034

821．　　　382．5510　　　　0．3055　　　　0．2876

597．　　　433。2570　　　　0，3092　　　　0．2907

382．　　　488．7610　　　　0．3164　　　　0．2256

249．　　　544．8680　　　　0．3224　　　　0。1480

227．　　　613．4980　　　　0．3269　　　　0．1555

124．　　　688．2860　　　　0．3340　　　　0．1208

205．　　　773。8700　　　　0．3394　　　　0．1285

152．　　　922．1310　　　　0．3477　　　　0。1643

166．　　134L3200　　　　0．3734　　　　0．0644

0．2620

0．3959

0．5183

0．5326

0．6058

0．6515

0．6664

0．6966

，0．7124

0．7093

0，7744

0．8520

0．8445

0。8792

0．8715

0．8357

0．9356

平均一353．0243029480．33450．6655

　『家計調査年報』の「勤め先収入」の項目より，

労働所得のデータが得られるみこの労働所得は，

定義によって，

　　（労働所得）‘＝（め＊・証

の関係がある。このことからωεを推計できれば，

各所得階級の労働供給量（め＊を推計できること

がわかる。本稿では家計の能力分布を仮定するこ

とにより，賃金率（ωりを求める手法を用いること

　3）　このことは2節のモデルにおける家計の数〃z

を17日置いて，以下の分析を進めることを意味する。

　4）　同種のデータとしては『全国消費実態調査』（総

務庁）が存在し，サンプル数も『家計調査』より多い。

にもかかわらず『家計調査』のデータを用いたのはつ

ぎのような理由による。本稿においては，所得税制パ

ラミター（‘‘，のは労働所得税関数を推定することによ

って求められているが，そのためには家計の属性があ

る程度揃えられていなければならない。というのは，

もし世帯人員あるいはは有業人員が異なるならば，扶

養控除額が異なるために高所得家計より労働所得税が

小さくなるこ’ともあり，意味のある労働所得税関数を

求められなくなるからである。また，『全国消費実態

調査』では世帯の属性を揃えると，階層区分が少なく』

なるとともに，労働所得税額のデータが得られなくな
る。

一にした。

　各階級の賃金率（ω‘）は能力＠りと効率当り賃金

率（劾の積に等しいとする。さらに能力は『家計

調査年報』の「実収入」の対数をとったものに等

しいと仮定する。この仮定の意味するところは，

もし「実収入」が対数正規分布するならば，能力

分布は正規分布するということである。（の＊を

求めるためにはさらに（ω）を知らねばならないが，

これについては，最大の「勤め先収入」を得てい

る階級の労働供給量（め＊を1／2に規準化するこ

とによって求める。式で書けば，この階級の「勤

め先収入」を珍，「実収入」をfとすれば，

　　の＝左／（（112）109］ら

となる。

　このようにすれば，各階級め労働供給量（の＊

は，「勤め先収入」をが，「実収入」を野とする

と

　　（〆）串＝1号∫／（7L¢。切）＝．扉／（面。109】Er∂

によ．り求められる。なおこの労働供給量は，最大

の「勤め先収入」を得ている年間収入階級の労働

供給量1／2に対する相対的指標とみなされる点に

注意すべきである。

　（2）　貯蓄残高（Sり

■

o，

げ



り

●

●

‘

Apr．1985 直間比率の経済分析

　貯蓄残高については『家計調査年報』からは得

られないので，『貯蓄動向調査報告』（総務庁）を用

いて推計することにした。具体的には，この報告

の年間収入階級別の貯蓄残高と世帯の属性をもと

に貯蓄関数を推定し，『家計調査年報』の世帯の

属性をこの方程式に代入して，各年間収入階級の

貯蓄残高を計算するという手続きをとった。

　貯蓄関数の特定化にあたっては，『貯蓄動向調

査報告』で利用可能な年間収入，世帯人員，有業

人員，世帯主の年齢，持家率という世帯の属性の

うち，持家率と世帯人員は説明変数から除外した。

このように特定化するのは，前者は『家計調査年

報』の方で利用可能でないためであり，後者は他

の変数との共線性ゆえにその係数の推定値が適当

な値として得ることができなかったためである。

さらに関数の非線形性を考慮して，説明変数に2

次の項を含めることにした。

　使用するデータは集計データであるために分散

に不均一性があると老えられる。これを考慮する

ために，所得階級の世帯数をウェイトとした加乗

最小二乗法によって推定した。このようにして得

られた貯蓄関数は

8＝15660－1－0．3341ハτ一〇．640×10『4（刀〉）2

　　　　（0．87）　　　　（3，56）

　→一3613．配P－1683（EIP）2－730∠［1∫

　　（0．93）　　　　（0．77）　　　　　　（0。90）

　十8．69（ノ411）2，　云i2＝0．9924

　　（0．93）

である（括弧内の数値は‘値，がは自由度修正済

み決定係数）。ただし，8は貯蓄残高（千円），刀〉

は年間収入（千円），瓦Pは有業人員（人），孟丑は・

世帯主の年齢である。この貯蓄関数に『家計調査

年報』の17の年間収入階級の世帯の属性をそれ

ぞれ代入し，各階級の貯蓄残高を推計した。結果

は表1の第2欄にまとめてある。

　（3）税制パラミター

　限界所得税率（‘∂と課税最：低限（α）の値には，本

間他（1985）の推計結果を利用することにした。

彼らは，『家計調査年報』の「勤め先収入」と「勤

労所得税」を用いた線形の労働所得税関数を推定

することによって，限界所得税率15．4％，課税最
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低限311万円の数値を得た。

　間接税率（オe）に関しては，まず国税収入のなか

の所得税収入から利子・配当所得税収入を差し引

いた残りの所得税収入と間接税収入との比率が

『家計調査年報』においても平均では成立するも

のと仮定して，『家計調査年報』の平均的消費支

出に対応する間接税負担額を推計する。すなわち，

　　（間接税負担額）＝（勤労所得税）x（国税と

　　しての間接税収入／（国税としての所得税収

　　入一利子・配当所得税収入））

によって間接税負担額が求められる。国税収入に

おける利子・配当所得税以外の所得税収入は10．6

兆円であり，間接税収入は9．4兆円である。他方，

『家計調査年報』における平均での勤労所得税負

担額は年間20．5万円である。したがって，平均で

の間接税負担額は年間18．2万円となる。

　間接税負担額がこのように得られたならば，間

接税率は『家計調査年報』における平均年間消費

支出額を用いて

　　間接税率＝間接税負担額／（平均消費支出額

　　　　　　　一間接税負担額）

により求められる。平均年間消費支出額は305．4

万円であるから，間接税率は6．3％となる5）。

　つぎに資産収益率（γノ，ン’＝1，2，3）および利子・

配当所得税率（6ノ，ブ＝2，3）についてであるが，本

稿での主要な関心は直間比率の経済分析にあるの

で，所得税収入に占める割合が小さい利子・配当

所得税については，シミュレーションの際には与

件とみなすことにする。そのため，税制変更によ

っても資産間の収益率の変化を生じさせないこと

’を意味するので，『家計調査年報』の「財産収入」

を課税後の利子・配当所得とみなすことができる。

こうして，無資産の収益率（γノ，ブ＝1，2，3）および

税制パラミター（εん’＝2，3）を個別に推計する必

要はなくなる。

　5）　ここでの間接税率の推計では，2・1節でも述べ

たように間接税はすべて家計が：負担するものと仮定し

ている。このような仮定は，間接税の再分配効果を分

析した貝塚・新飯田（1973）でも用いられ’ているもので

あるが，間接税の帰着を知るために必要な需要および

供給の弾力性に関する正確な情報が得られないことか

ら，やむをえず用いることにした。
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表2最　適　税　制

Vo1．36　No．2

γ

　1．00

　0．75

　0，50

　0．40

　0，30

　0．20

　0．10

－0．00

－O．10

－0．20

－0．30

－O．40

－0．50

－0．75

－1．00

－3．00

－5。00

－7．50

－10．00

－15．00

、一 Q0．00

－25．00

－30．00

所得控除
α（万円）

19．7800

19．7800

19．7800

8．7320

4．5880

4．5880

4．5880

41。1360

149．7850

219．9230

219．9230

291．5560

291．5560

285。8062

273。6800

290．3454

272．7348

272．7348

272．7348

272．7348

272．7348

272．7348

272．7348

所
率
）

界
税
儒

限
得
勧

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
．
0

0
0
0
0
・
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

1
1
1
3
5
5
5
7
0
4
4
4
4
6
3
7
5
5
5
5
5
5
5

　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
1
2
2
2
3
4
6
6
6
6
6
6
6

間接税率

6，（％）

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

2
2
2
9
6
6
6
4
4
4
4
4
4
3
0
0
0
0
0
0
0
0
0

1
11

直接税構

成比（％）

0
0
0
1
4
4
4
1
0
3
3
6
6
5
0
0
0
0
0
0
0
0
0

6
6
6
0
5
5
5
0
2
4
4
7
7
8
0
0
0
0
0
0
0
0
0

3
3
3
5
6
6
6
1
1
1
1
1
1
8
0
0
0
0
0
0
0
0
0

1
1
1
3
5
5
5
7
7
7
7
7
7
7
0
0
0
0
0
0
0
0
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
1
1
1
1
1
ー
ユ
ー
－

間接税構

成比（％）

0
0
0
9
6
6
6
9
0
7
7
4
4
5

4
4
4
9
4
4
4
9
8
5
5
2
2
1

6
6
6
4
3
3
3
8
8
8
8
8
8
1

8
8
8
6
4
4
4
2
2
2
2
2
2
2

0
0
0
0
0
0
0
0
0

課税前所得

　（万円）

441．7614

441．7614

441．7614

440．5630

439．3618

439．3618

439．3618

437．5630

433．0093

427．4302

427．4302

418．3989

418．3989

416．1908

407．7230

396．2517

380．3215

380．3215

380．3215

380．3215

380．3215

380．3215

380．3215

課税後タ

イル尺度

7
7
7
8
0
0
0
9
9
5
5
3
3
2
2
1
2
2
2
2
2
2
2

7
7
7
7
8
8
8
7
6
4
4
5
5
4
0
0
3
3
3
3
3
3
3

4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
3
3
3
3
2
1
、
1
1
1
1
1
1

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

貯蓄フロー

量　（万円）

40．5809

40．5809

40．5809

38．5381

36．4599

36．4599

36．4599

34．4681

31．7919

28．4591

28．4591

22，7217

22．7217

20．9219

14．4202

7．0506

－3．2619

－3．2619

－3．2619

－3．2619

－3．2619

－3，2619

－3．2619

‘

　（4）　選好パラミターの推計結果

　以上の準備的作業にもとづいて，効用関数のパ

ラミターである代替の弾力性♂と消費・貯蓄に

対するウェイト・バラミ九二α1¢，α2¢を推計した

結果が表1の第3欄以降にまとめられている。代

替の弾力性は高所得階級の方が低所得階級よりも

大きくなっている。この傾向は高所得者の方が低

所得者よりも価格・税制パラミターの変化に対し

一て敏感に労働供給量を変化させることを意味して

おり，一般的に考えられる傾向と一致している。

また，消費に対するウェイト・パラミターである
α1¢
ﾍ低所得階級の方が大きいが，貯蓄に対する

ウェイト・パラミターαノは高所得階層の方が大

きくなっている。これは，高所得者は消費より貯

蓄によりウェイトを置くことを表している。

4．直間比率と経済的厚生

　前節では厚生分析の基礎になる効用関数の特定

化の方法を説明し，現実のデータを用いてその具

体形を導出した。本節は，それをふまえて，税制

変更とりわけ直間比率の変化と経済的厚生の関係

についてのシミュレーション分析を試みることに

しよう。このシミュレーションには，すでに第2

節で述べたように，政府の予算規模を一定とした

うえでの「差別的効果」と政府の予算規模の変更

を伴う「均衡予算効果」の2通りの分析方法があ

う。以下ではまず「差別的効果」を取りあげ，つ

ぎに「均衡予算効果」を考察することにする。

　4．1　差別的効果

　（1）　具体的方法

　ここでの分析は，現行水準と同一の税収を確保

しうるすべての税制パラミターの組合せのなかか

ら，特定の社会的厚生を最大にする直間比率を求

めようとするものである。基本的な関心は，所得

分配に関する規範的な価値観を具体化する社会的
　　　　　　れ厚生関数伊＝Σ（7乞）7／γのウェイトγの変化が
　　　　　　づコ　
最適な直間比率にどのような影響をもたらすか，

そしてその変化の背後で資源配分面にいかなる効

果を伴うかを解明する点にある。

　具体的な作業手順ほつぎのように進められる。

o

ゾ
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　（ステップ1）　間接税率（ゆを1％刻みで0％

から順次引き上げると同時に，税収を維持するよ

うに限界所得税率（ご∂と課税最低限（α）を調整す

る。すなわち，税収一定を満たす税制パラミター

（♂c7砺α）の組合せの集合を求める。

　（ステップH）税収一定の税制パラミターの

集合のなかから，特定の社会的厚生関数（γ＝一定）

を最大にする税制パラミターの組を求め，そのパ

ラミターに対応する直間比率を求める。

　（ステップ皿）社会的厚生関数のウェイトの

変化が最適直間比率に与える影響およびそれに伴

う所得および貯蓄フロー量への影響を求める。

　（2）　社会的厚生と直間比率

　以上の具体的な方法で求めた推計結果は表2に

まとめられている。第1欄には不平等に対する社

会的選好を示すパラミターγの値がとられている。

各γの値に対する最適な課税最低限（α），限界所

得税率（切，間接税率（む，）の値は第2欄から第4欄

に示されている。例えば，γが一〇．3の時に，間

接税率4％，限界所得税率14％，課税最低限220

万円という組合せボ社会的厚生関数を最大化させ

ることを意味している。

　現行の所得税におげる限界税率は15．4％，課税

最低限は311万円であり，間接税率は6．3％にな

っている。残念なことにこの現実値に近いバラミ

ターの組合せに対応するγの値を表2に見出すこ

とはできない。現実の税体系は，いかなる価値観

を前提にしょうとも，最適ではない可能性が高い。

現行の間接税率は不平等に対する社会的選好7が

0．1から0．3という比較的ベンサム的弓揚に近い

税率であるから，この場合の所得税構造は限界税

率を現行よりも10％程度引き下げ課税最低限を

大幅に引き下げてフラット税にするほうが望まし

いことになる。

　表2は，社会的厚生関数がベンサム流の功利主

義的タイプからロールズ流のマキシミン的タイプ

に移るにつれて，限界所得税率（のを引き上げて，

間接税率（6c）を引き下げるべきであることを示し

ている。そしてこの動きに対応して，表2の第5

欄および第6欄が示すように，最適な直間比率は

上昇することになる6）。この関係を描いたものが

％
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図2社会的厚生と最適直間比率
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　　　　　　　　　　　　ノ　　♂，（間接税率）　　　　一・一げ
　　　　ρ一ノ・ゆ．一炉噌一♂

　　，”
　一1．〔1　　　　　　　　　　0

　●一一一■●一一一．
’
’
ρ

　ロールズ流
　　　1．0　γ
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図2である。図2において最適直間比率が右下り

の曲線になるのは，社会的厚生の評価にあたって

所得水準の低い家計ほど高く位置づける価値観か

ら，すべての家計を等しく位置づける価値観に移

行すればするほど，社会的厚生を最大化するとい

う意味での最適な直間比率は低下しなければなら

ないことを示している。

　（3）所得分配と資源配分のジレンマ

　この結果は，所得水準の低い家計ほど重要視し

て再分配政策を拡充させるためには，直間比率を

高めるの揮望ましいことを予想させる。この予想

が正しいことはつぎのように示せる。所得分配の

　6）　ここでの直接税収入は労働所得税と利子・配当

所得税を合算したものであるが，後者は本稿では一定

として扱われ，ているため，直接税構成比の変化は前者

の変化によるものである。
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平等度を測る尺度としてタイルのエントロピー指

標を利用しよう7）。このエントロピー指標を用い

て社会的厚生関数のウェイトの変化に対応する最

適な直間比率の変化が課税後の所得分配状態に対

していかなる影響をもたらすかを表現したのが図
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図3　直間比率と公平
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　7）　タイルのエントロピー指標（タイル尺度）Tは総

所得を1に規準化した所得分配詔＝＠1，…，妬）に対して

　　　　　れ
　T＠）＝Σの‘1・9脇
　　　　乞＝1
で与えられる。賜は第づ人の所得のシェアを表す。こ

めタイル尺度は各個人の所得が均等であるという意味

での完全平等の揚合に0の値をとる。この値が上昇す

るほど，不平等度が増加すると考えられる。詳しくは
Sen（1973）参照。

Vo1．36　No．2

3である。直間比率の上昇は明らかに分配の平等

度を高めている。

　これまでの結果から，所得再分配の観点からは

間接税の比重を低め，所得税の比重を高めるべき

であるという主張は説得力を持つ。しかし，この

ことを論拠にして，はたして間接税に対する所得

税の優位性を主張することができるのであろうか。

この点を吟味するためには，直間比率の変化が勤

労所得や貯蓄フロー量等の実物経済面にどのよう

な影響を伴うかを検討しなければならない。直間

比率が変化すると，昌それに対応して各家計が消費，．

労働供給，貯蓄量を調整する。その結果，社会全

体の生得所得や貯蓄フロー量は影響を受けること

になる。この面への影響は一般的に資源配分効果

と呼ばれるが，図4はこの資源配分面への効果を

描いたものである。この図から，直間比率の上昇

は労働供給を減少させて課税前所得を低め，同時

に貯蓄フロー量をも減少させることがわかる。労

働供給および貯蓄は経済成長にきわめて大きな影

響をもたらすから，直間比率の上昇は資源配分に
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　　表3・税制改革シミュレーション

限界所得税率変更によるシミュレーションの結果 （単位％）

10ア

社会的厚生
税収
限界所
ｾ税率
@孟‘

労働時間

@z
課税前

蛛@　得

課税後タ

Cノレ尺度

貯蓄フ
香[量
@3 7　　　1．0　　　　　0．5　　　　　0．　　　　一〇．5　　　－1．0　　　－5．0　　　－10rO　　－30．0

一10．0　　　－22．31

－7．5　　　－16．92

－5．0　　　－11．41

－2．5　　　　－5778

　0．　　　　0．

　2．5　　　　5．95

　5．0　　　　 12．10

　7．5　　　　18陰47

10．0　　　25，13

0．76　　　　　　0r73　　　　　　7．13　　　　　　16．06

0．58　　　　　　0．57　　　　　　5．41　　　　　　12．21

0．40　　　　　　0．39　　　　　　3．65　　　　　　　8．25

0．21　　　　　0．20　　　　　　1．85　　　　　　4．19

0．　　　　　　0．　　　　　　0．　　　　　　　0．

一〇．22　　　　　－G．22　　　　　－1．91　　　　　－4．33

－0．46　　　　－0。45　　　　－3．88　　　　　－8．82

－0．72　　　　－0．70　　　　－5．92　　　　－13．49

－1．01　　　　－0．97　　　　－8．06　　　　－18．40

0．36　　　0．14　　　0．04　　　0．09　　　0．15　　　0．14　　　0．01　　　0eGO

O．27　　　・0．11　　　0．03　　　0；07　　　0甲12　　　0．10　　　0．01　　　0．00

0，18　　　0．07　　　0。02　　　0．05　　　0．08　　　0．07　　　0．01　　　0．00

0．09　　　0．04　　　0．01　　　0。02　　　0。04　　　0．04　　　0．00　　　0rOO

O．　　　0．．　　0．　　　0．　　　0．　　　0．　　　0．　　　0．

一〇．1．0　－0．04　－0．01　－0．03　－0．04　－0．04　－0．00　－0．00

－0．20　　－0．08　　－0．02　　－0．05　　－0．08　　－0．07　　－0．01　　－0．て）0

－0．30　－0。12　－0．04　－0．08　－0．13　－0．11　－0．01　－0．00

－0．41　－0．16　－0．05　－0．11　－0．17　－0．15　－0．01　－0。00
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間接税率変更によるシミュレーションの結果 （単位％）
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対する阻害要因につながる可能性を持つわけであ

る。

　所得分配および資源配分に与える直間比率の上

述の影響は深刻な対立を含んでいる。すなわち，

所得分配政策と資源配分政策の問に存在する厳し

いトレード・オフ関係である。図5は，社会的厚

生関数のウェイトγとそこでの最適な直間比率に

対応して実現される所得平等度（タイル尺度）と課

税前所得の関係（実線），および所得平等度と貯蓄

フロー量の関係（点線）をそれぞれ描いたものであ

る。両者の関係とも右下りであるのは，直間比率

を高めて，分配の平等を指向すればするほど資源

配分面での阻害効果を伴い，逆に直間比率を低め

て効率性を追求すればするほど分配の不平等を甘

受しなければならないことを意味している。われ

われは直間比率の選択にあたって平等と効率性の

相克に直面しているわけである。

　くし2　均衡予算効果

　前小節でのシミュレーションでは，政府の予算

規模を一定としたうえで，最適な限界所得税率と

間接税率の組合せの変化が所得分配ならびに資源

配分に与える影響を検討してきた。この分析方法

ほ，政府がある特定の社会的厚生観にもとづいて

最適化行動を取る揚合における，直間比率の変化

の影響を見るうえで有効なアプローチである。し

かし，すでに触れたとおり，わが国の現実の税構

造はいかなる社会的厚生観を前提にしても最適な

ものではない可能性が高い。そこで，以下では政

府予算の規模を所得税あるいは間接税のいずれか

で変更させた揚合，労働供給，貯蓄フロー量，課

税後所得分配および社会的厚生にいかなる影響を

もたらすかを比較してみよう。いわゆる税制変更

の「均衡予算効果」を考察するわけである。

　具体的には，現行税収の2．5％，5％，7．5％およ

び10％の増税政策と減税政策のそれぞれ4ケー

スのシミュレーションを行い，各変数の現行から

の変奏率を計算した。この結果をまとめたものが

表3である。いずれのケースにおいても増税と減
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図6均衡予算効果（5％増税のケース）
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税の効果は対称的であるので，現行税収に比較し

て5％の増税が実施された揚合を例にとってその

インプリケーションをさぐってみよう。図6は，

その5％の増税を所得税あるいは．間接税のいずれ

かを利用した百合，現状に比べてどのような変化

が労働時間，課税前所得，貯蓄フロー量，課税後

の分配平等度および社会的厚生に生じるかを描い

たものである。この図では縦軸に変化率をとって

おり，上位にある方がその項目に関して相対的に

マイナス効果が小さいことを意味している。ただ

し，課税後の分配の平等度は小さな値をとるほど

平等化するので，その変化率にマイナスを乗じた

値を示してある。

　この図から，いくつかの事実が指摘できる。ま

ず，所得税によるよりも間接税による増税の方が

資源配分面でのメリットが大きい。これは，ひと

つには所得税による増税が労働供給の低下

により課税前所得を減少させるのに対し，

間接税による増税は労働供給の誘因を高め

て課税前所得を高めるからである。こρ）課

税前所得に対する両税の非対称的な効果は

当然，貯蓄フロー量に対しても異なる影響

を与える。所得税による増税は課税前所得

の減少をとおして貯蓄フロー量を大幅に減

らすのはいうまでもない。しかし，これと

は逆に間接税による増税は，消費支出額を

増大させるマイナス要因と課税前所得の増

加によるプラス要因がほぼ相殺しあって，

貯蓄フロー量にそれほど大きな影響をおよ

ぼさない。

　つぎに所得分配に対する効果については，

事情が異なる。所得分配の平等度の改善の

ためには，やはり所得税め増税の方が大き

な効果を持つことが図6から了解できよう。

資源配分の効率性と所得分配の公平との間

には，予算効果の血合でも深刻なジレンマ

が存在するわけである。

　それでは，社会的厚生についてはどうで

あろうか。これは社会的厚生の価値観に大

きく依存する。社会的厚生の評価にあたっ

て，すべての家計を等しく位置づけるベン

サム的な立場に近づくほど，所得税よりも間接税

の増税の方が社会的に望ましい選択になる。この

結果はつぎのように解釈できる。所得税の増税が

なされる揚合，低所得者層に比較して高所得者層

に大きな資源配分面（課税前所得，貯蓄フロー量）

の弊害をもたらすが，ベンサム的な立場にたてば

いずれの階層の損失も等しく評価するから，社会

的厚生は大幅に下落する。これに対して，所得税

にかえて間接税を増税する身心，すべての階層を

等しく位置づけているために所得分配面における

平等度の改善はそれほど社会的厚生にプラス要因

として働かず，むしろ資源配分面におけるメリッ

トが大きく作用する．ことになる。

　もちろん，低所得者階層ほど社会的厚生におけ

る評価を高めるロールズ的な立話に近づくにつれ

て，資源配分面での弊害が大きい高所得者階層の

辱
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損失が軽視されるために，所得分配の平等度の改

善が社会的厚生にとって大きな要因になる。その

結果，間接税の増税をやめて所得の増税を実行す

る方が望ましいことになる。均衡予算効果におい

ても，やはり資源配分の効率性と所得分配の公平

の間には深刻な矛盾が存在するわけである。

5．む　す　び

　本稿では，税体系における直接税と間接税のあ

り方を規範的な観点から分析してきた。ここで提

示した分析方法は従来のものと著しく異なるもの

であるが，いくつかの改善すべき点が存在してい

る。その点を指摘して本稿の結びとかえることに

したい。第1に，本稿では貯蓄を直接的に効用関

数に含めるという方法をとったが，将来消費を考

慮する形で分析を展開する方法も十分ありうる。

第2に，所得税の扱い方に関して貯蓄課税を分離

して考察したが，総合所得課税による分析も興味

あるテーマであろう。第3に，消費を集計化した

形で分析しているが，それを細分化して個別消費

税の効果を検討することも資源配分の効率性と所

得分配の公正のジレンマを理解するうえでより有

益であるかもしれない。第4に，本稿では静学的

な枠組を前提しているために資源配分への弊害が

経済成長に与える問題が下表的に考察されていな
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い8）。第5に生産部門を考慮していないため法人

税等の企業課税の問題が無視されると同時に，部

分均衡分析の枠組に限定されている。以上の問題

点の克服は今後の課題としたい。

　（大阪大学・帝塚山大学・大阪大学大学院博士前期・後期課程）
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